
事業廃止（※２） 民営化・民間譲渡
公営企業型地方
独立行政法人（※１）

広域化等（※２） 指定管理者制度 包括的民間委託 ＰＰＰ/ＰＦＩ

１１１件 １８ 件 １ 件 １３１ 件 １４件 ６５ 件 １１ 件

県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村 県・政令市 市区町村

５件 １０６件 ３件 １５件 ０件 １件 ６件 １２５件 ２件 １２件 ３件 ６２件 ４件 ７件

水道 ２

工業用水道 ２

交通 ０

電気 １

ガス ０

病院 ４

下水道 ３０

簡易水道 ２０

港湾整備 １

市場 ２

と畜場 ３

宅地造成 １５

有料道路 ０

駐車場 ７

観光 ８

介護サービス １６

その他 ０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ２

電気 ０

ガス ３

病院 １

下水道 ０

簡易水道 １

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ２

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ３

介護サービス ６

その他 ０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 １

水道 ５７

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ６７

簡易水道 ５

港湾整備 １

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 １

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

介護サービス ０

その他 ０

水道 ０

工業用水道 ０

交通 ０

電気 ０

ガス ０

病院 １

下水道 ２

簡易水道 ０

港湾整備 １

市場 １

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ３

観光 ５

介護サービス １

その他 ０

水道 １３

工業用水道 ０

交通 １

電気 ０

ガス ０

病院 ０

下水道 ４７

簡易水道 ４

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

介護サービス ０

その他 ０

水道 ６

工業用水道 １

交通 ０

電気 １

ガス ０

病院 ０

下水道 ３

簡易水道 ０

港湾整備 ０

市場 ０

と畜場 ０

宅地造成 ０

有料道路 ０

駐車場 ０

観光 ０

介護サービス ０

その他 ０

○各公営企業において、その事業の特性に応じた抜本的な改革の取組が進められている。
○令和２年度において、事業廃止１１１件、広域化等１３１件、包括的民間委託６５件などの取組が実施されている。

合計

３５１件

公営企業の抜本的な改革の取組状況 （令和２年度実績）

（※１）公営企業型地方独立行政法人については、地方独立行政法人法により、その経営できる事業が定められている。
（※２）広域化等とは、事業統合をはじめ施設の共同化・管理の共同化などの広域的な連携、下水道事業における最適化や病院事業における再編・ネットワーク化を含む概念。

経営統合については、統合する事業を広域化等、統合される事業を事業廃止として計上。
（※３）１つの事業で複数の取組を実施した場合、それぞれの類型に計上している。また、広域化等若しくは民営化・民間譲渡に伴い事業廃止がなされる場合は、事業廃止の類型にも

計上している。
（※４）都道府県・政令市及び市区町村には、それぞれが加入する一部事務組合及び広域連合を含める。

（令和元年度実績 277件）

別紙２


